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１．研究の背景・目的・対象・方法 

中国を中心としたアジア諸国の急速な経済成長と経済活動のグローバル化の進展にと

もなって，近年,わが国のさまざまな循環資源がアジア諸国へ大量に輸出されるようになっ

た。この循環資源のアジア輸出の急増は, わが国のリサイクル産業の衰退・空洞化,拡大生

産者責任制度(EPR)の形骸化,希少資源の流失等をもたらすことが懸念される一方，アジア

諸国では，輸出された循環資源が,現地の不適正な処理によって深刻な環境汚染を引き起こ

している。 

そこで,本研究は拡大生産者責任制度(EPR)を原理とする家電リサイクル法と容器包装

リサイクル法の代表品目で ,2000 年頃から輸出量が著しい「使用済み家電４品目」と「廃

ＰＥＴボトル」を対象に ,マテリアル・フロー分析,部分均衡分析, 基準－税アプローチ

(ボーモル＝オーツ税)，経済的厚生分析を用いて,その輸出構造や要因等を分析し,国内

循環と国際循環の最適化のための有用な原則を抽出するとともに,その最適化を実現

するための新たな国際制度の創設を提言するものである。 

なお,本研究では,循環資源の国内循環と国際循環の最適化とは,再資源化にともな

う外部費用(汚染費用)を内部化しつつ,輸出国(日本)と輸入国(開発途上国)との経済

的厚生の総額が最大化するように設備投資と循環資源を配分することと定義し,した

がって,新たな国際制度の創設とは,循環資源の２国間貿易において両国の経済的厚生

が必然的に最大化するような仕組みを開発することである。 
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２．本論 

(1)循環資源のアジア輸出の構造 

①使用済み家電製品と廃ＰＥＴボトルのマテリアル・フローを分析すると,消費者から製造

業者へ引き渡される途中で ,静脈流通過程の「見えないフロー」へ流れ込み ,そこからアジ

ア諸国へ輸出されている。この静脈流通過程は,使用済み家電製品の場合はさまざまな流通

業者が関与する非法定ルートを形成している。廃ＰＥＴボトルの場合は,分別収集を行う公

共機関(市町村)が指定法人ルートに乗せずに「独自処理」(指定法人以外の資源回収業者等

へ売却すること)として関与している点に特徴がある。 
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②静脈流通過程の流通業者が使用済

み家電製品の輸出に関与する背景は ,

法定ルートでは逆有償を前提に利益が

得られないが,非法定ルートではアジ

ア諸国の高需要・低賃金・低設備投資

を背景に有価市場が形成され,輸出に

よって利益を得ることができるからで

ある。廃ＰＥＴボトルの場合も逆有償

を前提に指定法人ルートは無償引き渡

しが原則であるが ,資源回収業者等に

対しては有償で売却できるからである。 

(2) 拡大輸出者責任制度 

①従来からの拡大生産者責任制度(EPR)では,利益を求めて輸出する静脈流通過程の流通

業者を規制できないばかりか,輸出によって制度そのものが形骸化しつつある。そこで,本

研究では,新たな国際制度として輸出者を第一次負担者とする「拡大輸出者責任制度」

(Extended Exporter Responsibility ＝ＥＥＲ)を開発した。この制度の概念は,先進諸国

の循環資源の輸出者は,輸出に起因する開発途上国の環境汚染を,自国内で処理を行った

場合の水準に保全する責任を負う,というものである。具体的には,循環資源の輸出に際し,

「廃製品輸出負担金( G )」を賦課し,徴収した負担金( G )をＯＤＡ(政府開発援助)により

輸出先の途上国の汚染防止に対する技術支援(技術移転・技術指導等)を行う仕組みである。

廃製品輸出負担金( )は,日本の汚染防止技術の設備投資額( )と輸出先国(Ａ国とい

う)の汚染防止技術設備投資額( )との差額(  )である。 
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②廃製品輸出負担金( G )と の根拠 )}({ tRfk 

使用済み家電製品の汚染費用式を )(tkRZH  と表す。この式は１台の使用済み家電製

品を再資源化した場合に,現実に顕在化する汚染費用 H は,最大汚染費用 Z から を係数と

する汚染防止技術費用 を差し引いた額であることを表す。 を の汚染防止効果係

数と呼ぶ。k 値はそれ自体が技術費用の関数

k
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)}t({Rfk  とする。 をＡ国の, を日本の

顕在化汚染費用とし,その差額をW とする。さらに

aH jH

)}({ tRfk  を代入する。 
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この差額W の式中,Ａ国の技術費用 に       を追加投資すると とな

る。このことは,日本の循環資源の輸出者は,国内循環に関与する流通業者に比べて だけ
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超過利潤（経済的レント）を得ているということであり, の追加投資によってＡ国の顕在

化汚染費用は日本と同水準の顕在化汚染費用になるということである。 
G

)}({ tRfk  の知見は公害防止設備投資額と環境値との統計分析から得た。公害防止設備

累積投資額の増加と汚染濃度の低下は高い逆相関にあるとともに,汚染濃度１単位を低下

させるために必要な追加的投資額は,汚染濃度の低下にしたがって増大する傾向がある。

すなわち,顕在化汚染費用の削減額( ab  )を汚染削減投資額( I )で割った商を汚染防止効

果係数( )とすると,汚染削減投資額(k I )と汚染防止効果係数( )との間には逓減則が働い

ていることである。したがって,同額の汚染防止設備投資額であるならば,汚染防止設備累

積投資額が高度に蓄積し,汚染濃度の低

い日本よりも累積投資額が低く汚染濃

度の高いＡ国へ投資した方が汚染費用

の削減効果が高いということである。 

k

③廃製品輸出負担金( G )は事実上の輸

出課税の役割を果たし,負担金を賦課し

て輸出が断念されるような循環資源は,

日本国内で循環させることが両国の経済

的厚生を最大化する。他方,負担金を賦課

しても輸出されるような循環資源は,徴

収した負担金をＡ国へ無償投資すること

により両国の経済的厚生を最大化する。 

(3)拡大生産者責任制度による経済的厚生の最大化の数理的検証 

拡大輸出者責任制度(EER)の下で循環資源が輸出された場合に,現在の輸出と比較して

どれだけ両国の経済的厚生が増大するか計算した。その結果,     が算出された。す

なわち,(Ａ国と日本の顕在化汚染費用の差額)から,(日本とＡ国の汚染防止設備投資額の

差額)を差し引いた額に輸出量を乗じた額だけ経済的厚生が増大するということである。こ

れは負担金 の輸出価格への転嫁率によって両国の経済的厚生の増減額は異なるが，その

総和は であり，負担金額 Gm  がＡ国の汚染防止設備額へ無償追加投資されるこ

とによって，Ａ国の汚染費用(外部費用)が日本と同水準で達成されることを示している。

それは輸出にともなう両国全体の経済的厚生の総額が最大となることを意味している。 

(

G

G mW )(

(4)廃ＰＥＴボトルの国内循環と国際循環の最適化の条件 

①廃ＰＥＴボトルの市場分析を行ったところ,再商品化事業者の落札価格( )は採算性を

実現しており,指定法人と再商品化事業者との間では部分的有価市場が成立している。次に,

「独自処理」を行う市町村の資源回収業者等への販売価格( Ms )は市町村の分別収集費用

( )を補填しておらず,完全有価市場は未だ成立していない。さらに,資源回収業者等の

買取価格(＝市町村の販売価格)より輸出価格( )の方が高いことから,全体として廃ＰＥ

Ｔボトル市場は,市町村の財政支出に支えられた輸出主導型の価格体系となっている。 

Rp
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②廃ＰＥＴボトルの主要な外部費用は分別収集過程の多額の財政支出である。これが事実

上の輸出補助金となって国内循環と国際循環の最適化を歪めている。他方,特定事業者(容

器包装製造利用業者)の指定法人への再商品化委託単価は 1.8 円／kg(2007 年度)まで低下

し,事実上,拡大生産者責任は形骸化している。 
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③指定法人は,再商品化事業者の落札価格が有償へ転化した 2007 年度末から売却収入の市

町村への還元措置を講じるようになった。しかし,売却価格(＝落札価格)より,市町村の資源

回収業者等への販売価格の方が高いことから,「独自処理」の解消は限定的である。 

④本研究は ,指定法人の売却収入の市

町村への還元措置を前提に ,拡大生産

者責任をより徹底し ,特定事業者に輸

出価格と落札価格の差額を負担させる

ことにより ,市町村への還元額を実質

上 ,輸出価格と同額とする制度改正を

提案した。具体的には特定事業者の再

商品化委託単価の算出式を次のように

変更する。この変更によって,「独自処

理」は解消し,指定法人ルートへの復帰

のインセンティブが得られる。 

自治体特定事業者 消費者
ＰＥＴ容器 廃ＰＥＴ容器

容器包装リサイクル協会 再商品化事業者

入札 再生品市場

廃ＰＥＴ容器
総量：Ｔ

分別収集

購入代金

再商品化委託料：
Ａ＝（ＥーＲ）Ｔ／Ｂ

総額：ＡＢ 総額：ＡＢ＋ＲＴ＝ＥＴ

単価：Ｅ

落札価格： Ｒ

総額：ＲＴ

有償

事業系ルート Ｅ 輸出価格

アジア諸国輸出商社

地方税－Ｅ

廃ＰＥＴボトル・リサイクルの新たな制度的枠組み

現行： BSRTA /)(   

変更： BSRETA /))((   

A ：特定事業者の再商品化委託単価 ：市町村からの引取量 ：指定法人の費用 T S

R ：再商品化事業者の落札単価 ：特定事業者の再商品化委託量 B E ：輸出単価 

⑤この措置をとっても,輸出価格( )は分別収集費用( )を補填していない。そこで,将

来的には特定事業者の負担額を分別収集費用( Mc )と落札価格( )の差額とし,外部費用

を完全に内部化する完全有価市場を形成させるため算出式を次のように変更する。 

Ep Mc

Rp

BSRMcTA /))((      ：市町村の分別収集単価 Mc

⑥これは ,分別収集の物理的責任は引き続き市町村が担うが ,その経済的責任は特定事業者

が完全負担する仕組みであって,ドイツのデュアル・システムともフランスのエコ・アンバ

ラージュとも違う日本型の完全拡大生産者責任制度である。このような完全有価市場の条

件下で，それでもアジアへ輸出されるならば，それは市場原理に基づく最も効率的な国際

的資源配分が実現されているということができる。 

まとめ 

循環資源のアジア輸出は,拡大生産者責任制度(EPR)では制御できない静脈流通過程で

発生している。国内循環と国際循環の最適化を図るためには,輸出者を第一次負担者とする

「拡大輸出者責任制度(EER)」が有効である。この制度によって一方で輸出規制をしつつ,

他方でアジア輸出にともなう外部費用(汚染費用)を日本と同水準で内部化し,アジア全体

の経済的厚生を最大化させることができる。廃ＰＥＴボトルのように,静脈流通過程に公共

機関が関与している場合は,拡大生産者責任(EPR)を徹底し,完全有価市場を形成させるこ

とが最適化を図るための前提条件である。 

なお,本研究の学術的貢献は, ボーモル＝オーツ税理論から導出される「汚染量の削減

のためには,限界汚染削減費用の最も低い汚染主体から削減投資することが最も効率的」と

いう定理を ,相互に課税主権の及ばない２国間貿易に起因する汚染問題に応用したことで

ある。その理論的基礎は汚染式 )(tkRZH  と汚染防止効果係数( )の逓減則である。 k
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